




大田区期間限定保育事業
実施事業者募集要項











１　はじめに
大田区では、令和８年４月１日現在、１歳児に48名の待機児童が発生したことから、１歳児等の保育需要増加に対応するための緊急対策の実施を予定しています。その一環として、この度、東京都の補助事業を活用した大田区期間限定保育事業の実施を担っていただく事業者（以下「事業者」といいます。）を募集します。応募のあった事業者の提案内容等を総合的に審査し、提案採択の可否を決定します。提案を採択された事業者は、提案内容等に基づき、区と事業実施に向けた協議を行っていただきます。
区が目指す「子どもがのびやかに育つまちづくり」など、区の保育理念を十分に理解し、保育事業に熱意と責任のある皆様からのご応募をお待ちしております。

２　制度概要
（１）事業の目的
既存保育施設の余裕スペース等を活用して、待機児童となる１歳児の受入促進を実施する施設に対して、年度を限定して運営費、備品購入費、人材確保に要する費用等の補助を行うことで、スピード感を持って１歳児の受入枠を拡充し、待機児童の解消に繋げることを目的とします。
（２）利用対象となる児童
大田区保育の必要性の認定等の事務処理要綱第２の５に基づく、保育所入所・家庭的保育事業等あっせん保留の対象となった１歳児
（３）事業実施場所
私立認可保育所の余裕スペース
※　なお、令和８年４月１日現在の認可定員数及び利用定員数（以下「定員数」という。）を減じることや、定員数の内訳を変更することにより拠出したスペースは、原則、余裕スペースとして認めないものとします。

３　募集概要
（１）事業開始日
令和９年４月１日
（２）事業実施場所
私立認可保育所の余裕スペース
（３）募集施設数
　　　区内15施設程度
※　上記の募集施設数で必要数を確保できないと判断した場合は、これを超えて募集を行うことがあります。また、応募多数の場合は、選定委員会による審査の上、採択事業者の選定を行います。
（４）募集期間
令和８年10月21日（水曜日）から令和８年10月30日（金曜日）まで

４　応募要件
次の要件全てを満たす事業者とします。
（１）応募時点において、大田区内において認可保育所を運営する法人格を有する団体（政治的な目的のために結成されたものを除く。）又は個人であること。
（２）応募時点において、区が規定する職員配置基準を満たしたうえで、保育室等の余裕スペースを活用し、２（２）に定める児童に対して、安全な保育提供が行える体制が整っていること。
（３）応募時点において、都、区が実施する指導検査により重大な指摘事項を受けていないこと。なお、指摘事項に対して改善が図られたものはこの限りではない。
（４）児童福祉法（昭和22年法律第164号）、民間保育所に対する運営費実施要綱（令和８年３月31日７こ保発第16390号区長決定）、大田区期間限定保育事業実施要綱（案）、
その他大田区が定める条例等の関係法令等の基準を遵守すること。
（５）役員、理事又は営業所等の代表が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）、暴力団員（同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）その他これらに準ずる者でなく、かつ、暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有している者でないこと。

５　事業要件
（１）実施方式
児童を安全に受け入れることができる職員体制を確保した上で、保育室等の余裕スペースを活用し、２（２）の児童を対象に保育を行う施設に対して、運営費等の補助を行います。
また、本事業により新たに定員を設けたものの、当該定員に対し欠員が生じた場合には、欠員分運営費の補填を行います。
（２）緊急受入定員
　　　区と協議の上、事業者において定員枠を設定するものとします。
（３）利用調整
　　　利用希望者からの申込みに対して、定員、保育体制、児童の状況その他施設の運用状況を考慮し、公平かつ適切に事業者において利用調整を行うものとします。
（４）設備、職員基準
　　　児童福祉法（昭和22年法律第164号）や東京都及び大田区が定める条例等の関係法令等を遵守すること。

６　利用契約までの流れ
利用希望者の申込み
区へ保留情報確認
園による選考
利用契約
健康診断
面談(利用方法等調整)
利用決定







７　補助金等の概要
（１）大田区期間限定保育事業補助金交付要綱（案）の規定による。
（２）補助基準額等について
	項目
	補助基準額
	対象経費

	運営費
	児童一人あたり
月額178,000円
	人件費、管理費、事業費等

	運営費（欠員補填）
	児童一人あたり
月額178,000円
	人件費、管理費、事業費等

	保育サービス推進加算
	児童一人あたり
日額2,920円など
	人件費、管理費、事業費等

	事業開始準備経費
	１施設
年額2,000,000円
	改修費、需用費、備品購入費、工事請負費、原材料費に加えて、人材確保に要する費用（求人広告・人材派遣手数料）


※１　このほか利用者負担額相当分について、月額60,500円を上限に補助を行います。
※２　保育サービス推進加算については、受入日数の要件があります（交付要綱参照）。
※３　補助基準額と総事業費（人件費、管理費、事業費等）を比較して低い額を補助します。

８　必要提出書類
別紙のとおり
※　なお、設備基準の適合状況や財務状況の確認などに必要な場合、別紙に記載する書類に限らず、追加書類の提出を求める場合があります。
９　申込方法
原則、Logoフォームからご提出ください。
Logoフォームでの提出が難しい資料の場合、12 お問合せ・申込先にご連絡ください。

[image: ]URL：https://logoform.jp/form/8BrJ/1855440


10　スケジュール等
（１）募集開始　令和８年10月21日（水曜日）
（２）現地確認　随時（区と日程を調整して実施します。）
（３）募集締切　令和８年10月30日（金曜日）
（４）事業者決定通知の発出　令和８年11月中旬（予定）
（５）事業者説明会　令和８年11月下旬（予定）

11　審査基準
本事業の実施にあたり、応募者が運営に必要な経済的基礎を有しているか、本事業を適正に実施できる社会的信望があるか、また設備・運営基準に適合しているかを審査します。
なお、応募多数の場合は、審査結果をもとに選定を行う場合があります。

12　その他留意事項
（１）提出された書類は、公表等に必要な場合、無償で使用できるものとします。また、情報公開請求により開示する場合があります。なお、申込者の正当な利益を害するものについては、使用・開示の対象とはしません。なお、提出書類に不備がある場合は、受理しない場合がございます。
（２）本事業実施予定の施設において、現地確認を実施する可能性があります。
（３）現地確認の時点で、施設が４（２）に規定する要件に適合していることを基本とします。ただし、現地確認で不備が認められた場合であっても、事業開始までに是正が確実に見込める場合に限り、是正条件を付して協議済証を発出することがあります。（応募要件を満たしていない場合や建物の構造部分など改修が困難な場合を除く。）
（４）実施事業者確定後であっても、関係法令等に基づく運営ができないと判断した場合には、事業者としての選定を取消す場合があります。
（５）本事業に係る補助金については、補正予算の議決前であることから、予算の成立状況等により、補助対象経費、補助金額その他条件が変更となる場合があります。

13　お問合せ・申込先
東京都大田区蒲田五丁目13番14号３階
大田区こども未来部保育サービス課保育サービス基盤担当
電話　03-5744-1727
電子メール　kod-kiban@city.ota.tokyo.jp



















（別紙）
応募書類一覧
（１）提案書類 
	No,
	書類名 
	備考 

	１
	事業計画書（別紙１）
	

	２
	在籍職員数（別紙２）
	10月1日現在のもの

	３ 
	在籍職員名簿（別紙３）
	10月1日現在のもの

	４
	建物の平面図
	実施場所とその面積が確認できること

	５
	改修計画書
	事業開始準備経費を使用して施設の改修を行う見込みがある場合はご提出ください。



（２）財務書類 
	No,
	書類名 
	備考 

	1
	収支予算書 
	令和9年度～令和 13 年度分 

	2
	直近３か年の決算報告書（資金収支計算書,事業活動収支計算書,貸借対照表,財産目録） 
	決算期の変更等で、１期分が４月１日から３月31日までの一年を満たしていないときは、４期分

	3
	上記３年分の監査証明 
	 

	4
	直近３か年分の法人税及び消費税の確定申告書の写し 
	法人税については、各種別表、勘定科目内訳書、概況説明書含む 

	5
	預貯金の残高証明書の写し 
※社会福祉法人、自己所有物件による実施の場合は提出不要 
	発行日：令和 ８ 年 10 月 1 日以降の時点の残高のもの 
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